
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

I . 総括研究報告
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総括研究報告書 

 

診療情報データベースを用いた帯状疱疹の疫学等に関わる研究 

 

研究代表者 池田 俊也 （国際医療福祉大学医学部 教授） 

 

研究要旨 

研究目的：本研究では、診療情報データベース（NDB（National DataBase）の医科レセプト及び DPC

（Diagnosis Procedure Combination）レセプトのサンプリングデータ、ならびに医科レセプトの集計

表情報を用いて、帯状疱疹に関する診療情報を分析し、現在の全国での疾病負荷を推計するとともに、

帯状疱疹の診療にかかる費用の全体像を把握し、以て定期接種導入の議論に必要な科学的知見を提供す

ることを目的とした。 

研究方法：2012 年 1 月から３ヶ月ごと、2015 年 10 月までの 16 ヶ月分の NDB サンプリングデータ（入

院外、DPC、入院）、ならびに 2010 年 4月から 2017 年 10 月までの 91ヶ月分の NDB データ（入院外）

の集計表情報より、帯状疱疹と帯状疱疹後神経痛の患者数と費用ならびに都道府県別の受療率等につい

て分析を行った。 

結果：2016 年 11 月から 2017 年 10 月の１年間の帯状疱疹入院外初診患者数は、男性 628,554 人、女性

901,165 人であった。年齢階級別に見ると、65 歳以上の患者数が多かった。患者数は増加傾向にあり、

季節変動が認められた。入院外医療費の合計点数は一ヶ月平均 2268.89 点であったが、帯状疱疹の病名

が付いた患者が同一月に他疾患の治療を受けた場合の費用も含まれていることに留意する必要がある。

入院・DPC データの分析では、やはり高齢の患者が多かった。 

まとめ：NBD などレセプトを用いた解析では、病名の正確性などの課題はあるが、今回の分析では新た

な大規模調査を実施することなく全国的な発生動向や疾病負担をある程度明らかにすることができた

ことから、NDB を用いた疫学情報の分析の有用性が示されたものと考えられる。 

 

 

研究分担者氏名・所属施設名及び職名 

白岩 健 （国立保健医療科学院 主任研究官） 

 

A. 研究目的 

 

今般、帯状疱疹の発症予防を目的とした帯状

疱疹ワクチンが承認され、厚生科学審議会にお

いて、定期接種に位置付けることの是非に関す

る検討が開始された。過去に報告された様々な

科学的知見を収集・整理したファクトシートに

基づいた議論が行われたが、十分に把握されて

いない科学的知見等として、全国レベルでの疾

病負荷が把握されていないこと、帯状疱疹の治

療の現状や診療にかかる費用の現状が十分に明
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らかとなっていないこと、それらに基づく国内

の状況を踏まえた定期接種導入により期待でき

る効果や費用対効果の推計がなされていないこ

と、が指摘された。 

本研究では、診療情報データベース（NDB

（National DataBase）から医科レセプト及び

DPC（Diagnosis Procedure Combination）レ

セプト等）等を用いて、帯状疱疹に関する診療

情報を分析し、現在の全国での疾病負荷を推計

するとともに、帯状疱疹の診療にかかる費用の

全体像を把握し、以て定期接種導入の議論に必

要な科学的知見を提供することを目的とした。 

 

B. 研究方法 

 

2012 年 1月から３ヶ月ごと、2015 年 10 月ま

での 16 ヶ月分の NDB サンプリングデータ（入院

外、DPC、入院外）を用いて、帯状疱疹ならびに

帯状疱疹後神経痛の患者数ならびに費用を算出

した。病名については疑い病名を除き、診療開

始日をもとに初診と判断した。NDB サンプリン

グデータは入院と DPC については 10%抽出、入

院外については 1%抽出である 

さらに、2010 年 4 月から 2017 年 10 月までの

91 ヶ月分の NDB データ（入院外）より、帯状疱

疹の初診患者数（男女別・年齢階級別、都道府

県別）の集計表情報の提供を受けた。これをも

とに、帯状疱疹患者数の推移ならびに都道府県

別の受療率について分析を行った。 

なお、帯状疱疹の診療開始日が当該月である

場合に、初診患者とみなした。 

 

C. 研究結果 

 

サンプリングデータより集計した 毎月の帯

状疱疹患者数、帯状疱疹新患数、帯状疱疹後神

経痛患者数、帯状疱疹後神経痛新患数の推移を

図１に示した。 

 入院外データの分析においては、帯状疱疹の

受療患者数・新患数ならびに帯状疱疹後神経痛

の受療患者数・新患数は、季節変動とともに増

加傾向にあることが確認された。帯状疱疹外来

患者数を年齢別に見ると、75 歳以上が１ヶ月平

均で 1249.88 人、70-75 歳未満が 449.50 人、

65-70 歳未満が 367.69 人と、高齢の患者が多か

った。 

 入院・DPC データの分析では、やはり高齢の

患者が多かった。 

集計表情報では、2016 年 11 月から 2017 年 10

月の１年間の帯状疱疹初診患者数は、男性

628,554 人、女性 901,165 人であった。2010 年

4 月から 2017 年 10 月の年齢階級別の患者数の

推移を図２に示した。 

都道府県別の人口 10 万あたりの受療率を表

１に示した。 

 

D. 考察 

 

 サンプリングデータを用いた入院外データの

分析においては、帯状疱疹の受療患者数・新患

数ならびに帯状疱疹後神経痛の受療患者数・新

患数は増加傾向にあることが確認された。 

 入院外医療費は平均 22,689 円であったが、帯

状疱疹の病名が付いた患者が同一月に他疾患の

治療を受けた場合の費用も含まれていることに

留意する必要がある。なお、入院外レセプトに

記載された点数であり、調剤レセプトが含まれ

ていない。 

 入院・DPC データの分析では、入院外と同様

にやはり高齢の患者が多かったが、この中には
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帯状疱疹が入院の原因ではない患者も含まれて

いる。 

 集計情報では、年齢階級別に見ると、65 歳以

上の患者数が多かった。患者数は増加傾向にあ

り、季節変動が認められた。 

都道府県ごとの受療率には一定のばらつきが

認められた。たとえば平成 18年 11 月から平成

29年 10月の１年間の受療率（人口 10 万あたり）

を見ると、最小が沖縄県の 995 人、最大が宮崎

県の 1478 人であった。 

 

E. 結論 

 

 NBD などレセプトを用いた解析では、病名の

正確性などの課題はあるが、今回の分析では新

たな大規模調査を実施することなく全国的な発

生動向をある程度明らかにすることができこと

から、NDB を用いた疫学情報の分析の有用性が

示されたものと考えられる。 

 

F. 研究発表 

 なし 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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図１ 帯状疱疹患者数および帯状疱疹後神経痛の患者数の推移（NDB サンプリングデータより集計、

入院外レセプト 1%抽出） 
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図２ 年齢階級別患者数の推移 2010(H22).4〜2017(H29).10 
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表１ 都道府県別の人口 10 万あたりの受療率（初診） 
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